　　　　　市民が提案する『環境マニフェスト・天理２０１３』　

～ 安心して生活できる 自然豊かな環境をめざして ～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 NPO法人 環境市民ネットワーク天理　

◇　提案にあたって

　私達「環境市民ネットワーク天理」は、天理市における自然環境の保全や啓発活動について、独自に、かつ、市内の事業所や天理市と協働して様々な事業を実施してきた民間団体です。

前回（2009年）、前々回（2005年）の市長選挙において、本ネットワークは、ローカルマニフェスト運動の一環として、市民参画型の環境政策を候補者に提案し、「環境を重視する市民」として「環境マニフェスト」を作成しました。

　今回も、これまでのマニフェストを踏まえたうえでの現市長の出馬時のマニフェストの評価、就任後の環境行政の進捗状況などについて評価を行いました。ここに、今秋予定されている市長選挙に向けて新たに「環境マニフェスト・天理2013」を提案します。今回提案するマニフェストは、2011．3.11の
震災・原発事故を踏まえて、「安心して生活できる 自然豊かな環境をめざして」をテーマに、これまでの政策提案がより戦略的なものになるよう考えました。この提案をきっかけに市民の一人でも多くの人が防災(減災)、町づくり、環境問題に関心を持ち、市民の協働・参画型の天理市政が実現することを
期待します。
　
“市民が提案する「環境マニフェスト･天理2013」”の概要版　　
	
	分　野
	内　容
	補　足

	１
	天理市環境地域協議会
などの設立
	パブリックコメントをもとに総合的な指針を決定する。
	市民、行政、事業者の三者が責任を持ち、協働して運営にあたる

	２
	天理エコシティ構想

（グリーテクノ福住を拠点施設に）


	1、産官学研究施設
	大学との共同研究・開発

	
	
	2、再生可能エネルギーの利用
	太陽光、バイオマス発電等

	
	
	3、環境教育拠点施設(宿泊施設含む)
	体験型農園などを含む

	
	
	4、優良環境ビジネス企業の誘致
	堆肥､バイオ燃料､リサイクルなど

	
	
	5、農産物ショッピング施設
	名阪国道からのアクセスに配慮

	
	
	6、健康・福祉エリア
	発電で発生する熱を利用

	３
	ごみ問題
	1、3Ｒ運動の推進Reduce（ごみ削減）Reuse(再利用)､Recycle(再生利用)
	自己完結型のごみ関係のシステムづくり（特に生ごみの堆肥化を推進）

	
	
	2、環業創造（環境ビジネスなど）
	ごみの再利用、安全な処理技術の確立に関する産業の育成（ごみ発電

生ごみの堆肥化､政策2-2と連携）

	
	
	3、『未来の環境市民を育てるプロジェクト』環境教育
	ごみ問題を環境教育の重点として位置づける

	４
	都市緑化
	1、緑の並木に囲まれたやすらぎの町
2、緑の回廊計画
	街路樹の再生・落葉の清掃と堆肥化

公共施設・駐車場等の緑化

	５
	河川再生事業
	ホタルが飛び交い、子ども達が遊ぶ
清流づくり
	下水道普及の推進による水質改善、河川の清掃活動、多自然型工法による河川の再生事業

	６
	森林保全
	1、水源とエネルギーの森づくり
	天理ダムの水質改善、水源涵養林としての里山の再生

	
	
	2、里山保全と地域振興
	農林産物の地産地消運動の推進

地域農業の保護支援

	７
	食料生産
	1、地産地消・六次産業の創造
	産地と消費地の連携体制の確立

	
	
	2、食農教育の推進
	地産農作物の学校給食での活用

	８
	地球温暖化防止
	1、太陽光発電の推進
	公共施設重点的に設置

	
	
	2、小水力・バイオマス発電など
	発電の可能性の検討


政策連携図
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箱物の建設等は最小限とし、既存の地域資源、人的資源を生かし、図のように個々の政策が連携し、
目標の達成をめざす。
◇　マニフェスト政策シート　
	テーマ①　天理市環境地域協議会設立

市民と行政と事業者が協働する『（仮称）天理市環境地域協議会』の設立

	現状課題
	環境問題は地球温暖化、ごみ問題、産業廃棄物、大気汚染、水質汚濁、騒音・振動、
悪臭等の多岐にわたっている。行政（天理市）としてこれらの対策・対応に苦慮しているのが現状と考えられる。このような環境問題の中で、特に地球温暖化防止、ごみ問題、
産業廃棄物問題については行政と地域住民、団体（自治会等）、NPO、事業者等の幅広い
連携・協働により地域ぐるみで行わなければならない。

そこで、行政と地域住民、団体、NPO、事業者等により、これらの環境を効果的に解決するための協議や環境保全の推進・活動を行い、持続可能な快適で安全かつ低炭素社会の
地域づくりの実現に寄与することを目的とする協議会の設立を提案する。

現在、このような環境地域協議会は奈良県内には奈良市、生駒市、橿原市、大和高田市、香芝市、斑鳩町等で立ち上げ、活動を行っている。

	政策提案
	天理市の地球温暖化防止、ごみ問題、産業廃棄物等の環境問題を行政と地域住民、団体、NPO、事業者等と共に考える「天理市環境地域協議会」の設立を天理市の環境政策として
提案いたします。

１）組織として、行政、地域住民、団体、NPO、事業者等で構成する（会員）。

この協議会は、行政と地域住民、団体、NPO、事業者等で地球温暖化防止、ごみ問題、産業廃棄物等の環境問題の協議や環境保全の推進・活動を行い、場合によっては協議会で協議した環境問題の解決策を政策に反映させ、行政による活動の支援をしてもらう。
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２）２カ月に１度程度の割合で年６回程度開催する。また、開催については広報誌で知らせ、会員である行政以外の地域住民、団体、NPO、事業者等を公募、あるいは協議会から参加を促し要請する場合がある。

３）協議会の活動の一環として、協議会に参加している行政、地域住民、団体、NPO、事業者等に環境問題についての啓蒙・啓発あるいは知識向上のための講演会「天理環境塾（仮称）」を開催する。これは、年６回程度協議会を開催した時に、環境問題に専門知識のある諸先生方に講演を行ってもらう。講演内容については、①地球温暖化防止問題、②ごみ問題、③エネルギー問題（省エネ問題）、④環境汚染問題（大気・水質・騒音・
振動・悪臭）、⑤都市問題、⑥食糧問題等が考えられるが、①、②、③が優先である。

４）協議会の事務局は環境政策課内に置き、運営費は会員の会費と市からの助成金で行い、事務局は会員からのボランティアの会長および数名の会員で構成される。



	目標設定
	2013年度から検討。2014年度　順次実施

	補足事項
	運営費については要検討

	予算
	協議会開催費（講演会の謝金等含）30万円
	参考資料
	


	テーマ②　環境政策の戦略的拠点地域の創造
市民と行政が協働する『天理エコシティ構想』

	現状課題
	1 地球温暖化問題に加え、原発事故後の教訓から「脱原発」「グローバルエネルギーから
自然再生エネルギー(ローカルエネルギー)への転換」も緊急の課題となっています。

2 食料問題についても自給率や安全・安心の観点からも考えねばなりません。日本の食糧自給率は40％。奈良県はわずか15％です。しかし、天理市は野菜の生産額で県内1位、米は2位、果物は3位（2006年）と、農産物の生産量では県内1位です。

3 バブルの時代に計画された「グリーンテクノ福住」（工業団地予定地　43ha）は、その後利用されずに放置され、土地購入代金・金利を、天理市が毎年2億円ずつ支出しています。
この土地をどのように利活用するかが緊急の課題です。

	政策提案
	上記の現状課題を解決するために、「グリーンテクノ福住」を中核基地とした「天理エコシティ構想」を提案します。
この地域は、高原状の地形に加え、豊かな里山に恵まれ、バイオマス資源が豊富で、さまざまな種類の農産物や林産資源にも恵まれています。また、名阪国道の要所であり、広域的に人・モノ・技術も集積しやすい立地にあります。
１、『天理エコシティ構想』検討委員会（仮称）の創設（テーマ①と連携します）
　『天理エコシティ構想』策定に向けた検討委員会の設置を検討･立案します。その中核地域を「グリーンテクノ福住」とし、その中に以下の目的別エリアの設定を検討します。

２、産・官・学・民による研究エリア

1 バイオ燃料、ガス化、発電などの研究

2 グリーンツーリズムなど地域資源を利用した地域活性化の研究

３、自然再生エネルギー利用エリア

太陽光発電、木質バイオマス（廃材や間伐材）発電や生ごみ等から発生するバイオガス
からの発電の検討を行ないます。また、そのときに発生する熱を他施設で有効利用します。（③ごみ問題とも連携します）
４、健康・福祉のエリア

1 発電から発生した熱を利用したプール、浴場を含む健康･保養施設
老人･障害者･保育などの福祉施設の建設
５、循環資源利用エリア

生ごみの堆肥化、バイオ燃料の生産、リサイクル、リユースなどの分野で、地域資源の有効利用に寄与し、信頼できる民間企業を誘致します。
６、農産物ショッピングエリア

1 地元農産物の直売所･体験型加工施設

2 滞在型農業・林業体験施設

	目標設定
	１　→　2013年12月委員会発足
～2015年3月　構想の骨子を決定　　2015年4月～　細部を検討し、実施する

	補足事項
	他の環境政策とも連携し、柔軟かつ総合的に運営を行う。


	予算
	各種補助金を活用する。

クリーンセンター建替え予算や農林・福祉などの政策と連携しながら予算を捻出する。
	参考資料
	「バイオマス・ニッポン総合戦略」
日刊工業新聞社、農水省HP

「ユートエコトピア」井上昭夫著（天理大学教授）


	テーマ③　ごみ問題

　　市民と行政が協働する『循環型・持続可能な町づくり』

	現状
課題
	ごみ問題は、私達の日々の暮らしに直結する緊急課題であり、その処理費用は市の財政を
圧迫しています。ごみの減量化･再資源化をさらに進めていく必要があります。

その中で、市役所内で取り組まれたISO14001規格の認証を取得は、奈良県下の市において
第一号であり、評価に値します。その取組をいかに発展させるかが課題です。

また、耐用年数を迎えようとしているクリーンセンターのごみ焼却炉の建替えも視野に入れ、規模、性能、資金源（100～200億円）などを検討していかねばなりません。


	政策
提案
	１、情報公開とパブリックコメントを実施
ごみの問題の現状と分別されたごみの再資源化等について、ホームページ等を利用して情報公開を頻繁に行います。同時に、市民の当事者意識を高め、主体となってごみ問題に取り組む体制を構築するためパブリックコメントを積極的に実施します。

２、「３Ｒ運動※１」の推進　

①ごみの減量、再資源化に向けた徹底した『分別』を市民と協働して実行します。

②事業所のごみについても、分別、再資源化、そして減量化を行ないます。

③生ごみを循環資源として利用し、堆肥化を行ないます。
３、「環業創造※２」の推進　　　　　　　　　　　　

①老朽化した環境クリーンセンターを発電・廃熱利用の出来る施設にすることを検討

　（廃棄物発電（ゴミ発電）の技術は、日本企業の独壇場であり、成熟した技術であることはあまり知られていない）

※発電する場合、②天理エコシティ構想、⑥森林保全と連携し、間伐材や竹林のバイオマス資源も燃焼し、稼働率と発電効率をアップし、森林保全との相乗効果を引き出します。

②資源の循環利用する技術を有する優良企業を、積極的に誘致しごみの減量化を図ります。

③ISO14001やエコアクション21などの認証取得など環境に配慮した事業所に対して、法人税優遇措置などを行い、ごみ減量と天理市のイメージアップを図ります。

④生ごみついて、分別収集システムを確立し、堆肥化を実施します。同時に、バイオガス・バイオマス発電などの有効利用を検討・推進します。
４、『未来の環境市民を育てるプロジェクト』の実施

ＮＰＯ団体などの協力を得ながら、子供達の環境教育のプログラムを充実させ、小学校の
総合学習や地域教育などの講師派遣（環境教育の出前制度）などで支援します。その際、プログラム開発費や講師派遣等の費用を市が負担します。


	目標
設定
	１　→　2013年度～　実施
２　→　2013年度～　１と連携しながら実施
３　→　2013年度　パブリック・コメントを実施しながら検討。2010年度～　順次実施
４　→　2013年度　準備委員会設立
2014年度以降　順次実施

	補足
事項
	※１、３Ｒ；Reduce（ごみ削減）Reuse(再利用)､Recycle(再生利用)

※２、環業；環境を中心とした産業。環境ビジネスだけでなく、福祉･教育などを幅広く含めたコミニティービジネスも意味する。

福住の工業団地建設予定地の有効利活用とも連携し、市民参加と地域経済の活性化効果が引き出せるよう配慮します。

	予算
	1、2、現行の予算内で、市民と協働する

3、エコシティ構想と連携し

各種補助金等を活用する。

4、100～200万円
	参考資料
	「ごみ処理のお金は誰が支払うのか」服部美佐子、杉本裕明　著、合同出版

「バイオマス・ニッポン総合戦略」

日刊工業新聞社、農水省HP　他


	テーマ④　都市緑化　

　　　市民と行政が協働する『緑の並木に囲まれた安らぎと癒しの町づくり』

	現状
課題
	天理を訪れる人が最初に目にするのは、市内にたくさん植えられているイチョウなどの街路樹です。約3,000本と言われる街路樹は、市の代表的な景観であるだけでなく、癒しとやすらぎの空間を作ってくれています。以前、樹勢は弱くなり枯死寸前のものも目立ちましたが、
次第に回復するようになってきました。

緑色植物は、都市のヒートアイランド現象を和らげ、やすらぎの空間を作り出すことが可能であり、全国各地で都市の緑化事業として進められています。国も「緑陰道路推進プロジェクト」（剪定などを必要最小限にして、自然な樹形の街路樹による緑化を目指す事業）の推進を
行っており、全国で約３０の地区において事業が進められています。

また、仙台市に先例があるように、街路樹を活かした「緑の回廊」づくりも、天理市街地の緑化を深める意味において、今後の課題として考えられます。

	政策
提案
	１、情報公開とパブリックコメントの実施

　市内の街路樹をどう活かし、どう管理していくか、関係者の共通理解を図り、協議する場所を設定します。会議は、関連する県や市の担当部署、警察署、周辺住民、議会代表、研究者、園芸業者、そして市民団体の代表などで構成します。街路樹管理についての基本方針や計画、実施に関わる協議を行います。

２、市街地全域を緑陰道路に

　天理市を「緑の並木に囲まれた安らぎと癒しの町づくり」として、人々が、住んでみたい、訪ねてみたい町、歩いてみたい町、市民にとっても自慢の空間になるような町づくりを目指します。また、仙台市の「百年の杜づくり」事業や御堂筋の街路樹の管理方法などを参考に、天理市の町づくりや町の活性化のシンボル的な事業としていきます。

国土交通省が進める「緑陰道路プロジェクト事業」への参加も検討します。

３、親里大路や中大路の街路樹を市の顔にふさわしい姿に再生

先人の努力によって植えられた街路樹は、市の財産であると考え、この街路樹を生かすことで緑とやすらぎの町づくりを進めます。緑の並木に囲まれたやすらぎのイメージこそ、宗教都市「天理」にふさわしく、集客効果と地元商店街の振興などの経済効果も期待されます。最初に植えられた親里大路のイチョウ並木、天理市の玄関前を東に延びる中大路のケヤキ
並木については、改善の成果が現れています。今後とも関係部署との連携の元、イチョウ（市の木）やケヤキそれぞれの自然の樹形を目指した並木の再生を図ります。

４、落ち葉の処理と堆肥化

近年の街路樹の管理方法は、住民からの落ち葉に対する苦情からきています。この問題を解決しないと並木の再生はあり得ません。周辺の方々と十分話し合い、互いに理解を求める作業が大切です。また、落ち葉は、生ごみと混ぜることで、良質の堆肥になることも分かってきました。嫌われ者の落ち葉を有効に活用することも可能と考えられます。

　そこで、2012年12月、市民活動として実験的に「落葉かき」がおこなわれ、集められた
落葉の堆肥化が始まりました。この活動が市民全体に広がることを期待します。

５、公共施設、事業所、駐車場などの緑化

苗木を無料配布するなどし、総合的な都市緑化を推進します。

	目標
設定
	１　→　2013年度　準備期間　2014年度以降は、年に３回ほど定期的に協議を開催

２　→　2013年度　市内の街路樹の実態(健康度)調査計画の策定と対策検討

３　→　2014年度以降　街路樹の健康度調査の実施と対策の検討　

	補足
事項
	　この事業には、街路樹の周辺に居住されている市民や事業所などに理解をいただくとともに、増加する可能性が考えられる落ち葉の処理作業への市民の理解と協力が欠かせません。

	参考
資料
	仙台市「百年の杜づくり」

国土交通省「緑陰道路プロジェクト事業」
	
	

	テーマ⑤　河川再生事業

　　　　　市民と行政が協働する『ホタルが飛び交い、子ども達が遊ぶ清流づくり』

	現状
課題
	私たちは、古くから布留川などの豊かな水の恵みとそれらの水源となる青垣の山々（里山）によって生活が支えられてきました。その河川が、生活排水や工場排水などによって水質の
悪化が進んで久しくなります。子ども達が、川の中に入って小魚やカニたちと戯れた時代は、
遠い昔となってしまいました。

ところが、近年、その河川の水質が少しずつ改善される傾向にあります。下水道事業の推進（ほぼ１００％）や農薬や肥料などの適正な使用などがその原因だと思われます。そして、
市役所付近の市街地でも、長い間姿を見ることが無かったゲンジボタルの姿を見ることができるようになってきました。

布留川は、たくさんの分水によって、少ない水を流域全域に有効に流す仕組みができていました。田植えの頃になると、あちこちの小川でせせらぎが聞こえる風景がありました。しかし、車社会の到来によって、小川は埋め立てられて道路となり、また暗渠となっていきました。
その結果、ふたをされた小川は、さらに水質の悪化が進み、悪臭を放つどぶ川となっています。

本来、水や川は生き物にとって生命を育む貴重なものです。河川環境の再生が生命の復活に、そして市民の安らぎの場となることはできないものでしょうか。先進地の山口市を流れる一の坂川は、布留川によく似た河川ですが、さらに先を行く、自然な川を目指した河川再生事業が進められています。


	政策
提案
	１、情報公開とパブリックコメント「ホタルが舞う町づくり円卓会議」の実施

　河川の管理に直接携わっている人や周辺の住民、そして市民によって、市内の河川環境の
現状と課題について検討する場を設けます。

２、ホタルが舞う川を目指した清掃活動などの実施

市内を流れる川を昔のようにホタルが舞い、メダカやサワガニが生息する川に再生します。川の清掃を行うとともに、水質改善のための啓発活動を行います。また、ごみの不法投棄を無くします。川の中から私達の生活を見ると、今まで見えなかったことがずいぶん見えてくるものです。繁殖期（6月前半）の街灯の消灯も必要ではないか。

３、限りある水資源を有効利用と水質の改善

　昔の人々が水を大切に利用してきた知恵に学び、現在に生きる者としての立場から水を有効に使います。暗渠の一部は、元の川に再生します。自然流量を確保し、たくさんの生き物が生息することができるよう水質の改善に努めます。

４、河川改修における治水面での安全確保と多自然型工法の導入や河川再生事業

すべての河川の改修にあたっては、多自然型工法によって行います。（多自然型工法とは、生き物の生息環境の保全と治水面でも安全を目指した工法です。）また、市街地や村落内を流れる河川の改修に当たっては、川の景観や環境に配慮しながら、自然な河川の再生を目指します。第1号の丹波市小学校前では7年かかってホタルが舞いだし、成果を上げつつあります。



	目標
設定
	１→2013年度　メンバー選出　準備期間　　2014年度以降　定期的に開催

２→2014年度以降　市内の主な河川について、再生事業の立案・実施　

３、４→2015年度以降　実施可能なところから再生事業を開始



	補足
事項
	　テーマ④の緑化事業と連携することで、相乗効果が期待されます。


	予算
	１→１０万円（年間）

２→５０万円（年間）

３→河川改修費（公費）

４→河川改修費（公費）
	参考資料
	山口市「一の坂川の河川再生事業」

	テーマ⑥　森林保全　

市民と行政が協働する『水源の森づくりと里地・里山の活用』

	現状
課題
	天理ダムは、天理市民の飲み水のおよそ４０％を供給する重要な水源の一つです。そこで、平成１４年には水源保護の目的で「天理市水道水源保護条例」が制定されました。しかし、
天理ダム周辺では、ゴミの不法投棄、大小の違法な残土処分や埋め立てなどが今でも続いて
おり（特に藤井川流域）、水質悪化が特に懸念されています。

東部山間部では、農業などの地場産業の低迷、高齢化、過疎化が進行しています。

近年の農林業の不振や後継者不足によって、休耕田、手入れされていない里山が増加し、
治水能力の低下、森林による二酸化炭素吸収などの機能が十分発揮されなくなることが懸念されています。最も心配されることは、放棄された里山や田畑が産廃業者の手に渡り、第二･第三の産廃処分場問題が起こることです。


	政策
提案
	１、森林保全について総合的に考える為の「パブリックコメント」を実施し、以下の政策を検討･実施
２、「水源の森づくり」の推進

布留川水源地の里山、スギ・ヒノキ林に地元と市街地市民、行政が協働して植林・間伐などを行います。その具体的内容は、以下のとおりです。

①天理市の森林に関する調査、森林の多機能的価値についての試算

②水源地-市街地」市民交流活動等に対する助成金制度の創設
③「緑の公共事業」の推進
間伐などの作業を土木業者等に一部委託し、治山治水事業を行うとともに、雇用･経済対策として効果を発揮させます。

３、棚田のお米やシイタケ、野菜などの農産物について「地産地消」運動の推進

　棚田で生産されたお米や野菜、シイタケなどを現地直売所や市街地のアンテナショップを開設します。また、地元商店などで優先的に販売します。このことによって、過疎化に歯止めがかかり、地元商店街の特色作りにも役立つことが期待されます。また、消費者と生産者が直接向き合うことで、減農薬農産物の需要・供給量が増え、食の安全も確保されます。
シイタケの原木栽培は、里山の有効利用であり、森林保全に大きく貢献します。

４、里山を「エネルギーの森」に復活させるプロジェクト
天理エコシティー構想、自然エネルギー利用プロジェクトと連携し、里山で生産される
材をバイオマス発電に利用することを目指します。（特に、竹林は成長量が高く、運び出しやすい場所にある場合が多く、重点的に検討します）


	目標
設定
	１　　　→　2014年度～　実施
２－①　→　2014年度～　実施
２－②　→　2014年度　準備期間。2015年度～　創設
２－③　→　2014年度～　準備・調査。2015年度～　実施。　

３　　　→　2014年度準備・調査。2015年度～　市民にＰＲし、具体的に運動を推進
４　　　→　2014年度準備･調査。2015年度～天理エコシティ構想と連携して実施


	補足
事項
	天理市の森林のほとんどは里山であり、人とのかかわりの中で維持されてきました。
その意味で、里山や棚田とその周辺地域の農林業などの地域振興は重要である。


	参考
資料
	「日本の森はなぜ危険なのか」　田中敦夫　著　平凡社新書



	テーマ⑦　食料生産　
市民と行政が協働する『地産地消運動の推進』

	現状課題
	奈良県の食糧自給率は、約１５％と全国ワースト6位です。天理市はその中でも農産物生産量の多い地域ですが、後継者不足で耕作放棄されたり、宅地化されたりし、農地が減少している。また、大型のスーパーが郊外に建設され、地元商店街の集客力が低下し、地域経済・社会の空洞化も懸念されます。

天理市は、山辺の道など多くの史蹟名所や観光資源を持ちながら、それらを十分に活用しているとはいえません。観光には、食の要素が不可欠であり、地元の食材を利用した料理などによって観光に付加価値を付ける必要があります。

	政策提案
	１、「食の問題」について総合的に考え、以下の政策を検討･実施するために「パブリックコメント」を行います。

　農業、観光などの商業、教育、福祉など幅広い分野から意見を集め、食の地産地消にのみならず、様々な分野の人と知恵の地産地消を目指します。

２、「菜の花プロジェクト」への参加を検討･推進

　「菜の花プロジェクト」とは、滋賀県で始まった市民が主役となり、産・官・学・民協働で、菜の花を主役とした資源循環型社会の形成を目指す内容です。

1 近鉄沿線、山辺の道周辺の田畑を利用し、菜の花を景観作物として栽培する。

（景観作物として、集客効果が期待される）

2 菜の花から生産される菜種油を食用として利用するとともに、市内のレストラン等から出る廃食油を集め、BDF（バイオディーゼル燃料）を生産し、トラクターなどの農業機械、天理市の公用車の燃料として利用する。

３、農産物の地産地消運動を推進し、農林業を中心とした六次産業を具現化（政策６③と連携）

1 地元農産物のブランド化を推進します。

2 天理市内のレストランなどに地元農産物を提供できるシステムを確立します。

3 地元商店街の既存店や空き店舗を利用し、地元農産物やそれを利用した加工製品を流通させるシステムを確立します。

4 天理市を訪れる観光客にも上記の農産物やそれを使った加工品、メニュー提供できるアンテナショップ的な施設を設置します。（福住の工業団地建設予定地の有効利活用も視野に入れる）。

４、食農教育の推進

（ア）学校給食において地元産の食材を出来るだけ利用します。

（イ）残飯等の生ゴミを堆肥化するなどし、環境教育に役立てます。

（ウ）フードマイレージ（食料輸送に伴う環境負荷）など、地産地消の重要性を子供の頃から学習し、地球規模の視野と身近なところから行動できる人材を育成します。

	目標設定
	２　→　2013年度から検討　　2014年度　順次実施

３　→　2013年度から検討　　2014年度　順次実施

４　→　2013年度から検討　　2014年度　順次実施

	補足事項
	六次産業；農林業などの一次産業、食品加工などの二次産業、販売などの三次産業を同一
地域で融合させ、商品に付加価値をつける取組

	予算
	２、農林水産省の補助金あり 

３、４、現行の予算内で対応する。
	参考資料
	菜の花プロジェクトネットワークHP　http://www.nanohana.gr.jp/index.php



	テーマ⑧　地球温暖化防止　
『自然再生可能エネルギー・プロジェクト』

	現状課題
	福島第一原発の事故以来、従来のエネルギー政策が見直され、自然再生エネルギーについて検討されている。特に、昨年の7月より始まった「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」により、再生可能エネルギーの取り組みが全国各地で非常に活発に行われている。ここで、天理市内の小学校、中学校および主要な公共施設の屋根または屋上に太陽光発電を設置し、また、天理市の天理ダムと白川ダムに小水力発電を設置して、売電による天理市の財源と緊急時の電力供給の補填および環境教育に寄与すると考え提案をする。

	政策提案
	持続可能な自然エネルギーの利用として、市内の小学校、中学校および主な公共施設に太陽光発電の設置と、天理ダムと白川ダムの二つのダムに小水力発電の設置、バイオマス発電について検討を行う。

１、市内の小学校10校、中学校4校に10kWの太陽光発電、および公共施設5施設（市役所、市立病院、市民会館、文化センター、クリーンセンター）に100kwの太陽光発電を設置すれば、概算で試算を行えば20年間で計2億480万円の収入が見込まれる。また、太陽光発電の特徴の一つとして、設置後、殆ど人手がかからず、売電料金の1割程度で補修費が賄えると考えられる。

２、小水力発電とは、一般河川、農業用水、砂防ダム、上下水道など、現在無駄に捨てられているエネルギーを有効利用し、地域の、地域による、地域のための地域密着型開発である。小水力の事業主体は、地方自治体、土地改良区、NPO、地域住民であり、これまでの電力会社主体の開発とは異なり、一案として小水力発電の設置は奈良県・天理市、運営・保守管理は土地改良区・ＮＰＯ・地域住民で行う。天理ダムと白川ダムに100kWの小水力発電を設置すれば、概算で試算を行えば20年間で計1億5700万円の収入が見込まれる。

３、バイオマス発電については、政策２「天理エコシティー」、政策３「ごみ問題」などと連携しながら検討推進する。

これらの売電料金で市の財源（特に環境行政への財源と環境活動を行っているNPOあるいは市民等への補助金）と緊急時の電力の補填および環境教育に寄与できると考えられる。

	目標設定
	１　→　2013年度から検討　　2015年度　順次実施
２　→　2014年度から検討　　2017年度　順次実施　　３→政策２，３と連携する

	補足事項
	再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度

固定価格買い取り制度は太陽光発電の場合、平成25年度は発電量が10kw以上の場合（事業者用）、全量電力買取として1kwh当たり37.8円（税抜36円）で20年間買取を行う制度である。
小水力発電の場合、発電量が200kW未満の場合、電力買取として1kwh当たり35.70円（税抜34円）で20年間買取を行う制度である。毎年、買取価格が見直しされるということで、若干価格が下がると予想されるが、約10年程度で元が取れる（設備費が回収され、それ以降は利益が出る）と言われている。

バイオマス発電買取価格は、流動的であるが、上記2つの方式よりもコストは低い。

	予算
	１．太陽光発電については、建設費の総額２億６０００万円を予算化する。

２．小水力発電については、建設費の総額２億円を予算化する。ただし、農業用水に設置の場合農林水産省より建設費の１／２の補助金がある。 
	参考資料
	経済産業省：http://www.meti.go.jp/
再生可能エネルギーの固定買取価格：http://www.meti.go.jp/press/
2012/06/20120618001/20120618001.html
農林水産省：http://www.maff.go.jp/
小水力発電：http://www.maff.go.jp/j/supply/
hozyo/nousin/pdf/jisshi_yoryo_130514_1.pdf
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